
集団的自衛権行使容認のための憲法解釈変更に反対する意見書 

  

  ５月 15 日、安倍総理は、総理の私的諮問機関である、安全保障の法的基盤の再構

築に関する懇談会からの答申を受け、これまで日本国憲法第９条の規定により、行使す

ることが禁じられてきた集団的自衛権について、限定的にその権利を行使することを検

討するという方針を表明した。さらに安倍総理は、与党内協議が整えば、閣議において

集団的自衛権の行使を可能とするよう、憲法第９条の解釈変更を行う意向を示している。  

 我が国が独立国である以上、主権国家が持つ固有の権利である自衛権を有しているこ

とは言うまでもない。集団的自衛権は、個別的自衛権と同様に、国際法上、主権国家が

等しく有する自衛権であり、我が国もその例外ではない。一方で、憲法第９条の下では、

これら自衛権の行使を許容する範囲について、それは我が国を防衛するための必要最小

限度の範囲内にとどまるべきものであり、他国に加えられた武力攻撃に対し実力をもっ

てこれを阻止することを内容とする集団的自衛権は、許容し得る範囲を超えるものであ

って、個別的自衛権とは性質的に異なり、行使することは許されないと解されてきた。

今回安倍総理が表明したように、集団的自衛権について、これを「限定的」であれ行使

するという場合には、現在までの解釈を正面から否定し、覆すことになることは言うま

でもない。  

 このような憲法解釈の変更が行われることになれば、憲法の法的安定性が大きく損な

われることになるだけでなく、立憲主義に基づく、国家権力の憲法による制限と、その

合法性が形骸化する事態になりかねない。  

 よって、八王子市議会は、国会及び政府に対し、集団的自衛権行使容認のための憲法

解釈変更に反対する。  

  

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。  
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